
議案第 35 号 

 

 

開成町印鑑条例の一部を改正する条例を制定することについて 

 

 

 

 開成町印鑑条例の一部を改正する条例を制定する。よって、地方自治法第 96 条第１

項の規定により議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

  令和５年９月５日提出 

 

 

開成町長 山 神  裕     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律による電子署名等に

係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律の一部改正に伴い、スマ

ートフォンを利用した印鑑登録証明書の交付に関し、所要の改正をしたいので、開成

町印鑑条例の一部を改正する条例の制定を提案いたします。 

 

 

 



開成町条例第  号 

 

開成町印鑑条例の一部を改正する条例 

 

開成町印鑑条例（昭和53年開成町条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

（印鑑登録原票） （印鑑登録原票） 

第６条 町長は、印鑑登録原票を備え、前条

の規定による確認をしたときは、直ちに印

影のほか次に掲げる事項を登録するもの

とする。 

第６条 町長は、印鑑登録原票を備え、前条

の規定による確認をしたときは、直ちに印

影のほか次に掲げる事項を登録するもの

とする。 

(１)～(５) (略) (１)～(５) (略) 

(６) 外国人住民のうち非漢字圏の外国

人住民が住民票の備考欄に記載がされ

ている氏名のカタカナ表記又はその一

部を組み合わせたもので表されている

印鑑により登録を受ける場合にあって

は、当該氏名のカタカナ表記 

(６) 外国人住民のうち非漢字圏の外国

人住民が住民票の備考欄に記録されて

いる 氏名のカタカナ表記又はその一

部を組み合わせたもので表されている

印鑑により登録を受ける場合にあって

は、当該氏名のカタカナ表記 

(７) (略) (７) (略) 

２ (略) ２ (略) 

（印鑑登録証明書の交付申請） （印鑑登録証明書の交付申請） 

第11条 (略) 第11条 (略) 

２ 前項の規定にかかわらず、登録者は、個

人番号カード用利用者証明用電子証明書

（電子署名等に係る地方公共団体情報シ

ステム機構の認証業務に関する法律（平成

14年法律第153号）第22条第１項に規定す

る個人番号カード用利用者証明用電子証

明書をいう。）が記録された個人番号カー

ド（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成

25年法律第27号）第２条第７項に規定する

個人番号カードをいう。     ）、移

動用端末設備用利用者証明用電子証明書

（電子署名等に係る地方公共団体情報シ

ステム機構の認証業務に関する法律第35

条の２第１項に規定する移動端末設備用

利用者証明用電子証明書をいう。）を記録

２ 前項の規定にかかわらず、登録者は、利

用者証明用電子証明書          

（電子署名等に係る地方公共団体情報シ

ステム機構の認証業務に関する法律（平成

14年法律第153号）第22条第１項に規定す

る利用者証明用電子証明書        

  をいう。）が記録された個人番号カー

ド（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成

25年法律第27号）第２条第７項に規定する

個人番号カードをいう。以下同じ。）             

                    

                    

                    

                    

                    



改正後 改正前 

した電磁的記録媒体（同項に規定する電磁

的記録媒体をいう。）が組み込まれた移動

端末設備（電気通信事業法（昭和59年法律

第86号）第12条の２第４項第２号ロに規定

する移動端末設備をいう。）を用いて多機

能端末機（本町の電子計算機と電気通信回

線で接続された民間事業者が設置する端

末機であって、必要な操作を行うことによ

り印鑑登録証明書等を自動的に交付する

機能を有するものをいう。）を利用するこ

とにより、印鑑登録証明書の交付を申請す

ることができる。 

                    

                    

                    

                    

             を用いて多機

能端末機（本町の電子計算機と電気通信回

線で接続された民間事業者が設置する端

末機であって、必要な操作を行うことによ

り印鑑登録証明書等を自動的に交付する

機能を有するものをいう。）を利用するこ

とにより、印鑑登録証明書の交付を申請す

ることができる。 

 

    附 則 

  この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日か

ら施行する。ただし、第６条第１項第６号の改正規定及び第 11 条第２項の改正規定（「利

用者証明用電子証明書」を「個人番号カード用利用者証明用電子証明書」に改める部分

に限る。）は、公布の日から施行する。 


